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アメリカにおける貧困、排除、人種的・民族的マイノリティ

はじめに

アメリカ社会の歴史的発展は、人種・エスニシ

ティの社会的な位置づ、けの変化と密接に結び、つい

ている。ヨーロッパ人が北アメリカへ植民・移住

し始めた頃より、それぞれの集団は人種・エスニ

シティの違いによって、社会的・経済的な機会も、

シティズンシップとしての権利の状態も異なって

いた。アメリカで生活し、働いたとしても、コミュ

ニティの一員として完全に認められるわけではな

かった。参政権についても、イギリスの植民地時

代の頃より、マイノリティの人々は民族・エスニ

シティという観点から制限されていた。投票した

り、官職に就けるのは、男性一それも特定の男性…

に限られていた (Bennett，1975)。こういった植

民地における排捺が、現在のアメリカの土台となっ

ていったのである。

社会というものは住々にして理想化され、とく

に機会・ライフチャンスの構造においてその理想

化は顕著となる。アメリカという障は、倒人が生

まれ落ちた立場に拘束されることのなし¥関かれ

た社会である、とイメージされているが、

Jenings and Kushinick (2004， p. 155) によれ

ば、こうしたイメージは、一般的に「もし熱心に

働き、神と盟家を最上のものとするならば、その

ような勤勉な個人は経済的にも恵まれ、豊かな人

生を歩むことができるだろう(有名なホレイショ・

アルジャーの「神話J)Jという考えが広まってい

るからだという O すなわち、われわれが文化的遺

として受け継いできたこの間かれた社会では、

属性よりも能力が重要なのだ、という確信が強覇

に蒋在してL崎。

開放的な能力主義の社会という点で、アメリカ
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はとりたてて特別なわけではない。社会的地位は

生まれによって規定されるようなものではないと

いう視点は、カースト制度のようなものとは正反

対のものである。この業績達成的地位という信条

は、!謁性的地位に対置されるものであり、おそら

く先進盟に共通する特徴であろう O しかし、この

いわゆる開かれた社会というものも、眼定っきの

ものであり、高いレベルの不平等を併せ持つ階層

化社会である CPerrucci& Wysong， 1999)。

Domhoff (2002)が 30年以上も前から述べてい

るように、アメリカでは権力はごく一部のエリー

トに集中している。持てるものと持たざるものの

断絶は植民地時代より確かに存在してきたことで

あるが (Ewen，1998)、豊かな人々と貧しい人々

の格差はここ 20年で急速に拡大しており

(Perrucci & Wysong， 1999; Blau， 1999)、不

平等の度合いは 20世紀の当初よりも高いものと

なっている (Phillips，2002)。

社会構造に関するイデオロギーが、実際には現

行の機会 (opportunities)の状態と対立してい

ることは、驚くに当たらない。多くの産業化社会

においては、一定器度の階層間移動の存症が確認

され、個人はさまざまなことを戒し遂げる機会を

持ちうるとされている。しかし、マイノリティの

メンバーの機会が限定され、階層間移動の可能性

が低くなっているという現象については、とくに

マスメディアにおいて、ほとんど控目されない

(Blau， 1999)。重要なのは、現荘の「関かれた」

社会というのは、高いレベルの不平等を伴ってい

るということである。多くの不平等は、階麗シス

テムにおける属性作舟が機能している結果である

が、業績と属性は棺互に排他的なわけではない。

実擦には個人の社会賠層における位置を規定する
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もっとも重要なファクターは、人種、エスニシティ、

ジェンダー、年齢、宗教、性的指向などである。

これらの大部分は、生まれながらにして決められ

ているもの、すなわち属性である。本稿は、アメ

リカにおける人種・民族的マイノリティの状況と、

貧国・排徐の関係に注目する。われわれは、まず

人種とマイノリティという言葉が、歴史的に、ま

た現在の状況において、どのような社会的文脈に

位置づくのかを検討する。次に、人種・エスニシ

ティが、機会やアクセス(たとえば教育、職業、

収入、政治、住宅の形態などに関して)といった

ことも含めて、葉国や排除とどのように関連して

いるのか、そして機会の制限(貧困、社会経済的

地位、健慶、福祉)にどれだけ影響を与えている

のかをみる。最後にわれわれは結論として、公的

施策がマイノリティと貧困・排除の関係に与える

影響について論じる。

アメリカにおける人種的・民旗的マイノ

リティ

人種とエスニシティは、アメリカを征服する過

程で特に重要な意味を持つようになっていった。

原住民であるアメリカインディアンは、規模も大

きく多様な存在であった。ヨーロッパ人が初めて

アメリカ大陸を訪れた時、多種多様な文化・

をもったさまざまな集団が存在していたが、これ

らの多操性は、原住民を均一な存在とみなしたヨー

ロッパ人の侵略によって失われてしまった。ヨー

ロッパ人のこうした行動が、アメリカでの民族に

よる識別の発端であった (Todorov，1992) 0 ま

た、 17世紀にアフリカ人を奴隷として連行した

ような、その集団の意思を無視した扱いは、その

後の彼らの人種的・民族的なイメージに影響を与

えた (Bennett，1975)。このように、現代のレイ

シズムの起漉はアメリカ、特に北アメリカの植民

地化の過程にあったのである (Smedley，1993)。

(1)人種・ヱスニシティとは

人種とエスニシティは、複雑な用語であり、そ

の意味は時代とともに変容してきている O 今日、

人種はエスニシティの意味を含む幅広い概念とし

て用いられることが多い o Cornel and 

Hartmann (998)によると、エスニシティのルー

ツは盟家もしくは連合という理念にあり、政治的

というよりは文化的遺産という意味合いが強い。

いい換えると、エスニシティとは文化と血のつな

がりが存在する集団内の結び、つきを意味するもの

である、というのが典型的な理解である。

点、は、特定のカテゴリーの人々には、身体的つな

がり、もしくは血縁関係があるという社会通念が

存在することである。それゆえ、あるメンバーを

見たとき、自分と開じ集屈なのか、それとも違う

集団なのかという識別が容易になされることにな

る。こうした認識は、世代間で受け継がれてきた

特定の社会的・文化的特徴に程ざして形成されて

いる (Farley，2000)。

対照的に、人種は生物学的特徴を根拠に定義さ

れている。 Cornelland Hartmann 0998， p. 

21)は、「専門用語としては、人種とはその種の

遺伝学的な特徴をもとにしたものとして想定され

うる」と述べている。人種的カテゴリーは、肌や

自の色などの顔の特徴や髪質などの生物学的差異

をもとに定着してきた概念であり、優位性や劣等

性の指標としても用いられてきた。 しかし

Cornell and Hartmann は、「このような記述は

浅はかなものであり、集宙開の遺伝学的差異とい

うのは不確実で無意味なものに過ぎない。生物学

的な視点から正確に人種を説明するのは国難であ

るj と続けている。実際、生物学者、遺伝学者、

形質人類学者、社会科学者といった今5の科学者

はたいてい、人種というのは科学的な概念たりえ

ないものであり、むしろ社会的に構築されてきた

ものだ、と結論づけている。一般的には未だ

物学と結び、つけて考えられている人語という用語

は、実は科学的な雛念ではなく、社会的構築物な

のである。

社会科学の研究者らは、人種、エスニシティと

いうふたつの概念を、まるで識別可能であるかの

ように使用しているが、その意味はかなりの部分

において重複しているO ふたつを互換性のあるも
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のとして使用している研究者がいる一方で、人種

は根拠に欠ける機念であるとする研究者もいる。

エスニシティのみが生物学的な要素を問わずに、

受け継がれてきた文化的特質を基礎として位罷づ

けられてきたと信じているものもいれば、人種に

は社会的な重要性があるため、使用され続けるべ

きだと信じているものもいる。人種であろうがエ

スニシティであろうが、結局のところ、これらの

カテゴリーは人々を識別するために用いられてい

る。重要な点は、現在は過去以上にこれらの概念

についての明確なコンセンサスが得られていない

ということだ。いずれにしても、人種・エスニシ

ティというものは個人の社会的な位置に影響を与

え、あるドアを開け、あるドアを関めるものであ

るO 本稿の分析を進めていくために、ここでは人

とは肌の色などの身体的な特徴をもとにしたカ

テゴリーとし、エスニシティは文化や調家の文化

的遺産によって特徴付けられる概念としよう。わ

れわれはまた、両方の方法で描かれる集国(例え

ば都市にある特定の人種の居住地など)が存在す

ることから、入額とエスニシティは重なり合う概

念であることも念頭に置く。

(2 )アメリカにおける人穏とレイシズム

先に述べたように、ヨーロッパ人によるアメリ

カ大陸の発見と移住以来、人種概念はこの国の人々

の生活に影響を与え続けてきた。北アメリカへの

植民は、中米や南米より後に始まったが、ここで

も自人の移民は先住民族の人々と対立することと

なった。 1600年代の初期には植民者と先住民の

争いはいたるところでみられるようになり、この

争いは 3世紀にわたって続いた CDrinnon，1990)。

それにより、 500万ほどであった先住民の人口は、

1900年にはその 4分の 1にまで減少した

CThornton， 1987)。

北アメリカへの移住が始まった頃、みずから

んでやって来たヨーロッパ人はごくわずかであっ

た。当初、横民の指導者らは、みずからが躍った

年季奉公人(童図題、極貧題、もしくは犯罪者)

の労働力に頼っていたが、南部においてプランテー

ションの重要性が高まるにつれ、労働力は不足し

ていった。そこでアメリカの貴族階級の人々は、

スペインがカリフ。海地域で行っていた方法にならっ

て、アフリカ人を白人の労働者とともに使い始め

た。 Bennet(1975)によると、植民時代の初期、

白人労働者と黒人労働者の社会的地位は同等であっ

たが、それぞ不満として労働を掠む自人が出たた

め、ルールはすぐに変えられた。

植民地時代のアメリカにおける人撞とレイシズ

ムは、おもにネイティブアメリカンと黒人に接し

ていく中で生まれてきた。それはある者連にとっ

ては彼らの破壊活動と立ち退きを正当化すること

であり、またある者逮にとっては従順な労働力を

維持するための奴隷制度を正当化することであっ

た。 7~10 年の奴隷状態を伺とか生きのびた年

季泰公人は、最終的には自由になったが、結局は

不本意ながらもプランテーションで働くしかなかっ

た。奴隷に選択の余地はなかったのである。この

ように、生物学的な考えにのっとったレイシズム

すなわち、「生まれ」によって下等で無能な人々

と指定されることーがある集団への処遇を正当化

するために広められていった。毒事実上、現代のレ

イシズムの基礎である人種的優位性と白人至上主

義というイデオロギーは、植民の指導者の貧欲さ

を躍、蔽するために生まれてきたものである。 400

年後の現荘、この栄光の人種主義と人種的グルー

ピングは未だに現代社会を分離し続けている。

( 3 )アメリカにおける人種的カテゴライズ

この閣の歴史において、人種とヱスニシティが

どれほど重要だったかは、「公的なj 目的のため

に行われてきた人穂的・民族的カテゴライズにみ

れば理解できる。人穣的カテゴリーは、合衆国憲

法の制定に決定的に重要な役割を果たした。新た

に設立された連邦議会の定足数を決める人口を算

出する擦、奴隷はその人数を 5分の 3として計算

する、いわゆる 15分の 3の妥協」が南部の州の

主張によって盛りこまれたが、これは奴隷を人閤

として認識していなかったことを意味し、 5分の

3の奴隷のみが人口として数えられることになっ
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た。また南部のナ1'1は、「自由人」の人口数によっ 専門家が人種ごとに統計をとるのは、妥当なカテ

て税負担が決まることになった際、奴隷の人口を

除外した (Rothenberg，2001)。こうした妥協案

がなければ、憲法制定会議の南部の代表者らは、

のちの合衆国憲法となる文書に反対していただろ

うし、国家の設立にも反対していただろう。第 1

条 2項は、アメリカにおいて人種が重要視されて

きたことの永遠の証拠である。

10年ごとに行われる国勢調査は、この国での

生活における人種とエスニシティの重要性を示す

決定的な証拠である。 1790年の最初の統計から、

人種とエスニシティによるカテゴライズが行われ

てきた (Ferrante& Brown， 2001; Kilty & Vidal 
de Haymes， 2001)。カテゴリーには当初から

「白人」と「その他」という原員せがあった。最初

の 3屈の統計のカテゴリーは、「自由な白人J、

「税負担を控捺されたインディアン以外のすべて

の自由な人々」、そして「奴隷」というものだっ

た。 1820年から 1840年の間においては、「自 EE

な白人J、汀帯イとしていない外国人」、「自由な有色

人種J、そして「奴隷j と、いくぶん変化した。

19世紀の中頃には、「黒人Jと「ムラート(混血)J

の誌別が重要となり、さらに統計ではこれらのグ

ループの中で奴隷かそれ以外かで分けて計上する

ようになった。南北戦争後は、アジア人のグルー

プ(最初は中国人と日本人)が、さらに 1930年

ごろまでには、フィリピン人、韓国人、(多くの

アジアのインド人にとっては不適切な)ヒンズー

などが、アメリカインディアン、メキシコ人など

と同禄に統計に加えられた。 1940年には、メキ

シコ人が分類から消えて、いくつかに分けられて

いたアジア人のカテゴリーもまとめられた。そし

て 1970年までには、アジア系アメリカ人は、ひ

とりひとりが特定の背景をもっているにも関わら

ず、ひとつの人種カテゴリーとなった (Ferrante

& Brown， 2001， Table 2.1)。

明らかなことは、アメリカの統計局が適用して

いる人種カテゴリーは、アメリカのその時々の政

治の気まぐれな思いつきを反映しているというこ

とだ。 Nobles(2000， pp. 15-16)は、「統計局の

ゴリーを考え出すためである。人種を単なる

のための道具として扱うことは、人種データの作

成をめぐる概念的で政治的な対立を正しく伝えて

いないことの自己証明とみなされるJと述べてい

るO もしデータを収集している人々が、自分たち

は単に客観的な目的のために仕事をしているのだ

と考えているのならば、彼らは自分たちこそ中立

であると主張したいのであろう。中立性が存在す

れば、彼らの作業が妥当であると支持され、他の

閣もアメリカのデータを信頼し、この作業を容認

するだろう O しかし、分類が客観的で中立的だと

一般的に認められることと、それが本当に客観的

で中立的であることは別である。統計の専門家ら

は、自分違が人種の定義の生成に従事してきたと

は考えていないが、事実上、彼らが行ってきたの

である (Nobles，2000)。

アメリカの統計の人種分類は変化し続けていた

が、 1980年にある程度、標準化された。 1977年

に行政管理予算局は、共通の人種的・民族的カテ

ゴリーを定めた StatisticalDirective NO.15を発

行した (Nobl巴s，2000)。この通知の自的は、標

準化された人種的・民族的カテゴリーを設けるこ

とによって、統計昂を含むすべての省庁に公民権

を家認させることであった。ここでは 4つの「人

種的」カテゴリー(アメリカインディアンもしく

はアラスカ原住民、アジア系もしくは太平洋諸島

民、黒人、そして白人)とひとつの「民族的」カ

テゴリー(ヒスパニック)が設定された。ヒスパ

ニックという民族的カテゴリーは、人種から独立

した設問であり、そこに該当する舘人は、さらに

4つの人種的カテゴリーからも選ぶことができた。

このカテゴリーは 1990年の統計まで使用された。

2000年の統計において、分類は 6つの人種的

カテゴリーに修正された。すなわち、アメリカイ

ンディアンもしくはアラスカ原住民、アジア系、

黒人もしくはアフリカ系、ハワイ原住民もしくは

他の太平洋諸島民、白人、そして「他の人種J

(どのカテゴリーにも該当しない者)の 6つであ

る。人々はこの中からひとつ以上のカテゴリーが
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選べた O 加えて、 1990年の統計と同じ方法で

「人種Jの設問に先行するかたちで「ヒスパニッ

クj の選択肢がおかれた (Kilty& Vidal de 
Haymes， 2001)。

こうした人語的カテゴリーの変選は、人種を科

学的な概念として定義することの誤謬性を浮き彰

りにしている。伝統的な感覚にも耐え得る人種の

夕、、ルーピングを行うためには、生物学的な特徴に

よる根拠が必要である。ここにみる人種分類の非

一貫性は、これらのカテゴリーが社会的に構築さ

れてきたことを物語っている。アメリカの歴史を

みた時、人種の決定、とくに「自人JI黒人Jと

いう分類は特に重要であり、多くの州、とりわけ

南部では人種指定が盛り込まれた法律が制定され

ていた。つい最近でも、州最高裁や連邦最高裁で

はこのような法令を認めている CDavis，1991)。

また、「アジア系」のカテゴリーも、同様の問題

点を示唆する。「アジア系アメリカ人Jという分

類が意味する中身は、時代とともに変わってきて

いる。現在の統計が定義しているように、「アジ

ア系アメリカ人」は環太平洋の国々に由来をもっ

人々であり (Kilty，2002)、中東の冨々出身の人々

は「アジア系アメリカ人Jに当てはまらないよう

になっている。公式な人種の定義は、通俗的な定

まさるとも劣らないほどの社会的な構築物で

ある O

(4 )人種指定と排除

社会に適用された人積的カテゴリーによって、

レイシズムと排除は具体的なかたちで姿を現すこ

とになる。この関の初期の段階から、誰が由人で

誰がそうでなし、か否認識し指定することは重要な

ことであった。「シティズンシップjが付与される

範閣をみれば、それが何よりの証拠であることが

わかる。この間で最初の移民法は帰化法であり、白

人の帰化のみを認めたものだった (Takaki，1998)。

アフリカン・アメリカンは、南北戦争後の修正

14項の制定までシティズンシップが与えられな

かった。ネイティブ・アメリカンは 1924年まで

国民として認められず (Deloria& Lytle， 1984)、

国外で生まれたアジア系の人々の帰化が認められ

たのは 1950年だった (Takaki，1998) 0 シティ

ズンシップが認められないままこの盟で生活し、

労働に従事している人々は、完全な社会参加から

排除されているといえる O 彼らは経済的には成功

しているかもしれないが、シティズンシップが否

定されている段階では、コミュニティにおける行

動は厳しく制隈されている (Takaki，1998)。

シティズンシップが認められてもなお、政策は

人種的・民族的マイノリティの人々に対して排他

的であった。奴隷制が廃止された後でも、アフリ

カン・アメリカンは法による差別に従うほかなく、

居住地や学校、労働、そして余較の生活ですら制

眼されていた。こうしたシステムを変革しようと

した人々は、暴力に晒されるか逮捕された

(Farley， 2000)。

寓北戦争後、実業家や鉄道の大事業家は、アジ

ア系の契約労働者が安い労働力となることに気づ

いた。しかし後には、経済の表退と白人の反感を

反映した排他的な政策が次々と制定されていった。

すなわち、中国人女性の入国を制限した the

Page Law 0875年)、中国人男性の入留を制限

した中国人排除法 0882年)、日本人労働者の旅

行を制眼した、いわゆる紳士協定 (Gentlemen's

Agreement) 0908年)、帰化が認められなかっ

た移民の土地所有を禁じた州法、そして事実上ア

ジアからの移民を停止させた theNational 

Origins Quota Law 0924年)などである。お

そらく究極の排他的政策は、フランクリン・ jレー

ズ、ベルト大統領が 1942年 2月19日に発令した行

致命令部66による、すべての日系アメリカ人の

西海岸への抑留政策であろう (Kilty，2002)。

ヒスパニックとラテン系の人々の場合、アメリ

カの帝国主義と併合政策によってアメリカ菌民と

なったアメリカ甫西部、キューノヘプエノレトリコ、

そしてフィリピンの人々は、併合の条約(シティ

ズンシップや財産権に関する規定も含まれた)が

結ぼれたにも関わらず、権利はたびたび無視され

た。実際、これらのグループの存在は 20世紀後

半までは認識されていなかった (Kilty& Vidal 
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de Haymes， 2000， 2001)。

アメリカインディアンの人々も、土地や財産の

所有を公式な取り決めによって認められたのだが、

やはりその取り決めも守られることはなかった

(Deloria & Lytle， 1984)。そして、生存者の大半

は 19世紀の終わり頃まで、監獄のような保留地

に強艇的に移住させられていた (Farley，2000)。

現在、連邦政府は過去数世紀にわたって数十犠を

費やして行ってきた援助の失敗から、訴えられて

いる(Blankley，1997)。

人種やエスニシティを根拠とした排除は、この

閣の多くの人々に対して現在も続いている。さま

ざまな制限は、この国で生まれ市民となった人に

たいしては、もはや公然のものではなくなったが、

帰化して菌畏になることは、非常に長いプロセス

を要する。近年の移民法の改正によって、合法的

に入国し、一定期間関住している人々でも問題視

されうるという事態が起こっている (Kilty，

2002; Kilty & Vidal de Haymes， 2000)。現在、

アメリカでその人口規模が拡大しているのは、ヒ

スパニックもしくはラテン系、そしてアジア系の

人々である O ふたつのグループについては、移民

政策は値人にも家族にも影響を与えうるため、ひ

とつの家族をみても、その中で権利状態や移民と

しての地位が異なることがある。とくに、 2001

年 9丹 118のテロと最近の不況によって、アメ

リカの歴史を通じて閤期的にみられる移民排斥主

義者や人種差別主義者の反移民の感情が再び出現

している (Riemers，1998)。

2 貧困、不平等、排捺

社会がいかに開かれたものであるかは、マイノ

リティの人々の得られる機会 (opportunities)

によって在右される。アメリカにおいては、とく

に人種的・民族的マイノリティが、ここに関係し

てくる。睦史的に白人以外の人々は、白人と間程

度の機会を得ることはできなかった。確かに、こ

の数十年の状況の変化は著しかった。われわれが

先にみてきた移民が帰化する権利を制担するよう

な排他的政策はすでに存在していないし、住居や

教育、そして職業の分離も、もはや違法である。

しかし次の境問はいまだ有効性を失っていない。

すなわち、人種的・民族的ステイタスは、今なお

貧困や不平等と結び唱ついているのだろうか。

最近の新閣に「マイノリティの利益、過去にくら

べ増大」という楽観的な見出しで始まる記事が掲

載された (McClatchyNewspapers， 2003)。そ

の記事は特定の研究を参考にしているわけではな

かったが、黒人と白人の間で高校進学率や大学の

卒業率の格鷲が小さくなっているという近年の研

究を念頭において審かれたことは明らかである。

また、白人と黒人の経済的格差についても、 1975

年の黒人の家族所得は白人の 60%に過ぎなかっ

たが、 2000年では 70%になったと警かれていた。

比較されたのは 1975年と 2000年であり、ここに

みる楽観主義は 90年代の所得の増加を背景にし

ているが、この増加率もここ 3年間では減少傾向

にある。実際、この新開記事の結論は次のとおり

である。「たとえそうであっても、経済的格差は

いまだ非常に大きいJ。この記事は 7月 13日のも

のであった。

7月21日の別の記事は、次のような見出しが

つけられていた。「報告は黒人家族の犯罪率や失

業率の増加傾向を示唆J(Kong， 2003)。この記

は最近の都市連盟 (UrbanLeague)が発表し

た、制度的差別がいまだ広く残存しているという

研究を参照している。この記事は先の記事(ほん

のー遊間前のもの)とは対照的に、黒人家族の所

得の中央値は 1972年と同じく、白人の 60%ほど

であると記している。都市連盟の報告は家族所得

の中央憶を使用しているが、他の報告ではたいて

い平均所得が使われており、少、数の高所得者によっ

て所得配分は大きくゆがめられてしまうというこ

とになる O しかし、ふたつの記事はともに、経済

的地位に関して、黒人は岳人に対して大きく遅れ

をとっているという点では共通している。

おそらく多くの白人は、もはや人種が自己実現

の障害であるとは考えていないだろう o Feagin 

らは次のように指摘している (Feaginet al， 

2001， pp. 13-14)。すなわち、「人種の重要性が小
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さくなっているという意見は、レイシズムが存在

している現実と一致しない」。つまり、変化がな

いわけではないが、ある状況が引き続き存在して

いる、ということである。差別と排除は形を変え

て生き残り、過去に比してしばしば捉えにくくなっ

ているO もはや露骨な偏見は公の場からはなくなっ

ているが、差別と排除は社会構造におけるフォー

マjレとインフォーマルの両方のメカニズ‘ム、つま

り制度を通して作用している。また、 Feaginet 

al. (2001)やその他の研究が示しているように、

マジョリティである白人はこうした事実をほとん

ど伺も知らない。

社会的ウェルビーイングに関しては、黒人と白

人の格差が是正されておらず、白人とその他の人

種的・民族的マイノリティの人々との間の格差も

みうけられる。これからわれわれは、白人と他の

人種的・民族的グループである黒人(もしくはア

フリカ系)、ラテン系(もしくはヒスパニック)、

アジア系アメリカ人、そしてネイティブ・アメリ

カンの人々との格差についてみていく。なお、ア

ジア系アメリカ人とネイティブ・アメリカンのデー

タに関しでは、人口が少ないこと、そして調査方

法の不備から、限定されたものとなっている。

(1)貧困率

アメリカでは、貧困率の計測には絶対的な基準

を使用しており、これは 60年代以来のことであ

る。当時、経済学者は家族は可処分所得の 3分の

lを食費に使うと考えていた。必要最低限の食料

購入額を割り出し、その 3倍の額を輩国水準とし、

またその水準は家族員の人数によっても変化した

CBarusch， 2002)。この基準は過去 40年にわたっ

て批判にさらされてきたが、現在でも毎年の貧留

水準はこの方法で定められている。伊iえば、大人

2人子ども 2人からなる 4人世帯の 2002年にお

ける貧顕水準は 17，960ドルであり、大人 1人子

ども 2人の 3人世帯の水準は 14，269ドルであっ

た。また、 65識を境に必要栄養摂取量は少なく

2002)。

表 lが示すように、すべての人種的・民族的マ

イノリティのグループは、手ドヒスパニック白人に

くらべ、偶人、家族、子どものすべての領域で貧間

率が高くなっている。なお、アジア系・太平洋諸島

民のグループのみが白人に近い値を示している

(Proctor & Dalaker， 2002)。先に述べたように、

統計はアジア系アメリカ人をひとつのグループと

し、ハワイ島原住民と太平洋諸島民を別のカテゴ

リーとしてまとめているが、多くの政府刊行物で

はアジア系と太平洋諸島民は未だに一括されてい

る。

( 2)所得と襲用

表 1では、所得に関しでも同様の結果がみられ

る。アジア系・太平洋諸島民の家旗所得の中央値

のみ、非ヒスパニック白人より高い{誌を示してい

るが、これはアジア系・太平洋諸島民の人口が、

世帯所得の中央値が相対的に高い主要な都市部

(ロサンゼルス、サンフランシスコ、シアトル、

シカゴ、ニューヨーク)に集中していることによ

る (Farley，2000)。ひとり当たりの所得に関し

ては、アジア系・太平洋諸島民の人々は、白人よ

り{s;い値となっている。

2001年の世帯所得の中央値とひとり当たりの

所得のデータは、その年の国勢調査局の報告書に

掲載されているデータから取られている

(D巴Navas-¥九Talt & Cleveland， 2002)。黒人世帯、

ヒスパニック世帯の所得は、それぞれ非ヒスパニッ

ク白人世帯の 63.6%と72.4%であった。一週間

あたりの所得の中央値でも向醸の格差がある。こ

のふたつのグループがもっとも規模の大きなマイ

ノリティ集聞であり、この国の 4人にひとりがど

ちらかにあてはまる (Schaef巴r，2004)。

失業率についても、アジア系・太平洋諸島民と

非ヒスパニック白人にはそれほど大きな格差はみ

られないが、非自人のグループは般にくらべて高

い値を示している。しかしながら、労働市場参加

なるという想定のもと、護国水準は子どもの数や 率ではグループごと はみられない。黒人、

家族構成なども考醸に入れられた CBarusch， ヒスパニック、そしてアジア系・太平洋諸蕗民の
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表 1 アメリカにおける人種的・民族的マイノリティ

貧国率・倒人(2001年)は) 7.8% 22.7% 21.4% 10.2% 24.5%161 

貧国率・家族(2001年)行} 5.7% 20.7% 19.4% 7.8% NA 

貧閤率・ ども(2000年)間 12.3% 30.4% 27.3% 14.1% NA 

世帯収入・中央値(2001年)間 $46，305 $ 29，470 $ 33，565 $ 53，635 $ 32，116 

週間収入・中央値(2001年)出 $612 $487 $414 NA NA 

ひとり当たりの収入(2001年)間 $ 26，134 $14，953 $13，003 $ 24，277 NA 

失業率(2000年)出 3.5% 7.6% 5.7% 3.9% NA 

労働市場参加率・16歳以上(2000年)ω 67.4% 65‘8% 68.6% 66.4% NA 

言語校卒業率・25歳以上(2000年y初 84.9% 78.5% 57.0% 85.7% 71.0% 

大学卒業率・25歳以上(2000年)出 26.1% 16.5% 10.6% 43.9% 11.0% 

高校中退率(2000年)侶) 12.4% 15.3% 32.3% NA NA 

持ち家率(2001年)間 74.3% 48.4% 47.3% 52.9% 55.0% 

家屋評価価値・中央値(2001f!::)凶 $123，400 $80，600 $105，600 $199，300 $ 81，000 

資産(2000年)141 $ 79，400 $ 7，500 $ 9，750 NA NA 

家の儲格を差し'11いた資産額(2000年)俗} $ 22，566 $1，166 $1，850 NA NA 

(1)Proctor & Dalaker， 2002. (2)U. S. Census Bureau， 2001. (3)Denavas-Walt & Cleveland， 2002. 
(4)Bennefied， 2003. (5)Orzechowski & Sepielli， 2003. (6)B在日edon three-year average. NA = not 

人々も、白人と同じように働いて(もしくは職を

探して)いることがわかる。

(3 )教育

近代産業社会では、教脊達成はとりわけ就職や

輩悶からの税却という点で、決定的な重要性をも

っO 高校卒業率に関して、非ヒスパニック白人と、

黒人、ネイティブ・アメリカンの格差はいまだに

大きいが、どちらのグループもその格差を縮めて

きているO しかし大学卒業率では、どちらも非ヒ

スパニック白人よりも非常に低い値を示している

(25歳以上人口において)。ヒスパニックでは、

高校卒業率での格葦はとりわけ大きく、高校中退

率の高さも深刻である。この中退率は、 18歳か

ら24歳で高校を卒業していないか、入学さえし

ていない人口から導き出される O ヒスパニックに

関しては、大学卒業率の改善の前に高校卒業率が

改善されなければならない。

興味深いことに、アジア系・太平洋諸島民では

大学卒業率は他のすべてのグループ(白人も含む)

よりも高くなっている。しかし、ひとり当たり所

と失業率は非ヒスパニック白人とは差があるた

め、過去はレイシズムの影響が大きかったことが

わかる。教育は賓困脱出への道にとって明らかに

重要であるが、教育制度それ自体が人穣の影響を

除去できていないのである。

(4)富と資産

一般的に、貧閤や不平等の計測では、所得に焦

点があてられる。先に述べたように、公式貧困水

準は家族規模・家族形態ごとの所得がベースであ

るが、所得のみが経涛的資源であるわけではない。

もうひとつの重要な要素は、個人・家族の資産で

ある。多くのアメリカ人にとって、もっとも重要

な資産は家である。実際、偶人の富は家を所有し

ている人々に集中している (Mishelet al.， 2003)。

表 1にみられるように、非ヒスパニック白人(持

ち家率は 4人に 3人)は他の 4つのグループ(同
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じく 4人に 2人)よりも高い持ち家率となってい

る。また、非白人のグループは持ち家のある人も

少ないが、たとえ持ち家があったとしても、たい

ていは舗値の低いものであることが多い

(Bennefield， 2003)。アジア系の人々だけが例外

だが、それはおそらく彼らが住宅費の高い都市部

に集中しているからだろう O

世帯純資産とは、「家族員すべての資産を市場

価値に誤算し、そこから負債(担保があるものも

ないものも)を控除したものの総額j と定義され

ている (Orzechowski& Sepielli， 2003， p. 3)。

2000年の世帯純資産の中央値は 55，000ドルであっ

た。これは当然ながら、所得水準に比例するもの

でもある。所得階層の上位 20%の純資産は

185，500ドルであったが、下位 20%では 7，390ド

ルであった。所得五分位最下!曹は、貧困に陥って

いると「公式にj認定される。人種・エスニシティ

は、資産額に非常に強い影響を与えており、特に

住宅資産を除いた資産では格鷲がより大きくなっ

ている(表1)。非ヒスパニック白人の資産と比

べると、黒人はその 9.4%、ヒスパニックは 12.3

%にとどまっている。住宅資産を除外した植では、

白人に対してそれぞれ黒人は 5.2%、ヒスパニッ

クは 8.2%と、さらに小さくなる。住宅の所有は、

すべてのグループの資産額にたいして大きな影響

を与えているのであるO 資産のうちで住宅資産が

占める割合は、非ヒスパニック白人では 71.6%、

黒人では 84.9%、ヒスパニックでは 81.0%である。

住宅の所有は、高価な家を持つ所得の高い人々

に新たな利益をもたらす。アメリカの税制度では、

住宅ローンの利子は控除される。これは住宅購入

のための助成制度であるが、おもに所得が 75，000

ドル以上の世帯が利用する制度で、 6，300万世帯

のうち 2，700万世帯しか利用していなし、。国庫金

580犠ドルのうち、その半分以上は所得が 10万

ドル以上の家族のために使われている。また、間

定資産税の控除制度などでも患恵を受けるのは高

所得の世帯のみで、低所得世帯は利用できない

(Zepezauer & Haiman， 1996)。実際、連邦税の

詳縮を正確に把握し、住宅ローンや顕定資産税の

控除を利用できるような家族への国康助成が、低

所得層向け住宅への助成の 4倍に達する。

(Karger & Stoesz， 2002)。

人々の間住地域もまた、入額的・民族的ステイ

タスと結びついているo rアメリカン・ドリーム」

のひとつに独力で家を構える、というものがある

が、これはたとえ収入を得るのに苦労していなく

ても、けっして鰭単な事ではな~\ 0 Akron 

Beacon Journal (1998)によると、オハイオのア

クロンでは、黒人は白人にくらべて住宅ローンを

距否されることが多く、たとえ 75，000ドル以上

の年収があっても拒杏され、白人の場合だとこの

4分の lの年収になってはじめて拒否されるとい

う。この問題に関して、アメリカの 68の都市部

で調査を行った最近の研究では、自人とくらべて

ヒスパニックは 3倍、黒人は 2倍の割合で拒否さ

れるという結果が示されている。 Associationof 

Community Organization for Reform Now に

よると、ローン拒否率はこの研究に先立つ 5年間

で減少してはいるが、白人とその他のグループと

の格差は拡大額向にあるという (Dutton，2002)。

「レッドライニングJと呼ばれる捜行は非常に

一般的であるが、これは銀行や不動産業者が住宅

ローンを貸与するのに「不安なj地域を指定し

「線引きjすることであるO これはもともと識字

教育サークルのある地域を地図上で赤くマークし

ていたことに由来する。このような住宅号をめぐる

人種やエスニシティによる差別は違法ではあるが、

こうした慣行は食事のデリパリーなど他のサービ

スにおいても存哀している。また、白人以外が住

んでいた家は、白人が往んでいた同程度の家より

も低い価格がつけられることがある (Schaefer，

2004)。このように、排他的な慣行が「経梼性Jや

「安全jという名のもとに存在しているのであるO

(5)健康と平均寿命

鍵療はすべての人にとっての重要な関心事であ

り、震療へのアクセスが妨げられることは健康に

重大な影響を与える。しかし、「メディケアを受

けている黒人は質の低い医療ケアを受けていると
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研究が示唆J(Tanner. 2002)、「底療サービス格 るのは他のグループよりも国難である が対象と

は人種と結びついていると研究が発見J なるメディケアのみである O

(Pugh. 2002)、「がんの脅威がオハイオの黒人を

うJ(Crane. 2003)、といった見出しは決して

珍しいものではなし、。 Schaefer(2002. p. 255) 

は次のように述べている。

アフリカ系黒人であるということについて、

1996年の有名な農学ジャーナルに掲載された

衝撃的なレポートによって新たな意味が加えら

れた。すなわち、大部分が黒人の居住地である

ニューヨークのハーレムの 3分の 2の少年は、

いうちに一つまり 65歳になる前に一死ぬこ

とを望んでいるのだという。実際、技らが 45

歳まで生きる可能性は、白人が 65歳まで生き

る可能性より低い。医学の研究者は、黒人男性

に関するエイズや暴力というステレオタイプの

イメージは誤っており、彼らこそが深刻なスト

レス、心臓病、そしてがんの最大の被害者なの

だ、と記していた。

2000年における平均寿命は、白人男性74.8歳、白

人女性 80.0歳、黒人男性 68.2歳、黒人女性 74.9

歳、それぞれの合計は由人 77.4歳、黒人 71.7歳

である CU.S.Census Bureau. 2002)。ここには

決定的な格差が滞在し、鍵麗とウェルビーイング

において人種の影響が重大であることがわかる。

医療に関する問題lこ移ろう。 2001年において、

アメリカ人の 14.6%は.120万人)が無保険であっ

た (Mils.2002)。保険加入率は、非ヒスパニッ

ク白人が 90.0%であるのに対し、アジア系・太

平洋諸島民は 81.8%、黒人は 81.0%、アメリカ

インディアンとアラスカ原住民は 72.9% (人口

が少ないため 3年間の平均で算出)、そしてヒス

パニックは 66.8%であった。高齢者以外におい

ては、就労することが医療保険の加入につながる

ため、働いているか、要扶養児童か、労働者の配

偶者でなければ保険に加入できないのがアメリカ

の制度である O 唯一の普遍的な底喋制度は、 65

歳以上ーマイノ 1)ティの場合、この年齢まで達す

(6)犯罪と刑罰

不平等や排除の他の側面にも検討を加えるべき

だが、われわれはあと一点のみ 犯罪と刑罰ーを

みていくことにしよう。 2002年にアメリカで刑

務所・拘置所に収容された刑事被告人は、

2.166.260人にのぼり、前年から 2.6%増加してい

る。刑務所(州立刑務所か連邦刑務所)にかぎっ

ていえば、その人数は 1.440.655人である

(Harrison & Beck. 2003)。これらの数字は、ア

メリカのここ 30年間の簡向を反映している。

Manuer (999)によると、 1972年の鴎人の数は

わずか 200.000人であった。アメリカは、今や

100.000人に 476人が投獄されているという、投

獄率が世界でもっとも高い自主となってしまった

(Harrison & Beck. 2003)。
こうした投獄率の急増の影響をもっとも受けて

いるのはマイノリティの人々である(Mauer，l999)。

昭人が一生のうちに刑務所で過ごす時間は、非ヒ

スパニック自人よりも黒人・ヒスパニックのほう

が長くなっている。 Harrisonand Beck (2003. p. 

9) によると、 2002年において、「受刑者で 1年

以上投獄されているものは、白人 34%、ヒスパ

ニック 18%であるのにたいし、黒人は 45%となっ

ているふまた、 2002 年においては 25~29 歳の

黒人男性の 10人に 1人は刑務所で過ごしていた

ことになる。投獄率の劇的な上昇、特に白人以外

の人々に関しては、レーガン時代に展開された

「ドラッグとの戦い」が関係している O 連邦レベ

jレの裁判で、もっとも軽微なドラッグ所持に対し

ても強制約に有罪判決がなされ、ナ1'1でもそれにな

らうようになっていき、黒人男性が深刻な被害を

被った。多くの受荊者は暴力の加害者でもなく、

初犯であることが多かったが、一般的にはステレ

オタイプな都市部のクラック中毒の黒人というイ

メージでみられた(Ki1ty& Joseph，l999)。

反ドラッグ法のメリットがなんであれ、マイノ

リティの男性のこのような高い投獄率は、彼らの
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コミ zニティのメンバーにも少なからず影響を与

えている。家族、特に子どもと輯は引き離され、

犯罪麗によって将来の就労機会は狭まることにな

る(Kilty& Jo日記ph，1999) 0 また、排除につなが

る別の派生的影響として、ドラッグ犯罪援のある

髄人が公営住宅への入居を拒諒されることや、シェ

ルターに入居している家族に対する強制退去勧告

などが挙げられる(Rubenstein& Mukama1，2002)。

いくつかの州では、犯罪歴のあるものは選挙権を

永久に奪われるという、新たな形態の公民権剥奪

の動きが強まっている。 2000年のフロリダ州知

事選挙では、告訴された経験があるだけで選挙権

は失われた(脱出er，2002)。犯罪歴(軽微な交

通違反などでさえ)を理由として、永住している

人々がビザを失い、帰化が認められないという状

況も起きており、シティズンシップの剥奪さえも

が問題となっている (Travis，2002)。

3 結論

今aのアメリカにおいて、人穣的・民族的マイ

ノリティであることに起因する貧困、不平等、そ

して排除といった負の遺産は残存している O この

負の遺産は、事実上、生活のすべての顕職業、

所得、貧困、富、住宅、教育、健康とウェルビー

イング、そして投獄に関しでも一影響を与えてい

る。レイシズムに関して、多くの白人がその存在

を信じていないが、制度を通じて形成されている

のである (Feaginet al.， 2001)。ある場合には、

差別は公然と行われ、特定のグループへの偏見や

敵意へと結び、つく。しかし、またある場合には制

度的差別という形をとり、隠蔽され、温存される。

アメリカのドラッグ法はこの側面を体現している。

5グラムの粉末コカイン所持の場合、最高で懲役

l年、最低で保護観察という処分だが、クラック

コカインを 5グラム所持していた場合の刑罰は、

最低でも懲役 5年となる。これと詞じ刑罰を受け

るには、 500グラムの粉末コカインが必要で、ある。

たいていの人は、この法制度に人種的なバイアス

は存在せず、クラック所持は深刻な犯罪と結びつ

いているため、この量刑は当然であると信じてい

る。しかし、粉末コカインとクラックコカインの

いは、クラックコカインの方がほんの少しだけ

強いという点のみである O ここにはクラックコカ

インはインナーシティのもので、暴力と結び、つい

ているという、現実とは異なるイメージが存在し

ている。米国量刑委員会はドラッグ法にバイアス

のはも候Jがあることは認めているが、実質的な

バイアスの存在は苔定しており、 もノて

イアスがあることを認めていない (Kilty& 
Joseph， 1999)。当然のことだが、これはバイア

スがないことを意味しない。差別は故意に行われ

る場合もあるし、そうでない場合もある。意識さ

れるときもあるし、そうでないときもある。たい

ていの場合、人々は自分では差別していないと

じていながらも、そうした行為に及んでいる O 現

代社会においては、差別は隠蔽され、巧妙なかた

ちで存在し、マジョリティの人々は自分たちが差

別に加担していることに気づかない (Feaginet 

al.， 2001)。

マジョリティグルーフ。の大多数の人々にとって

も、ドラッグ所持の刑罰で検討したような制度的

差別は容認しがたいものであるはずだ。マジョリ

ティのメンバーもマイノリティのメンバーもとも

にドラッグ所持は「悪いこと」であるという点で

は一致し、またドラッグに蝕まれた人に共感を寄

せることは悶難であるという点でも一致するだろ

う。そして、同様の状況が、福祉と人種に関する

ステレオタイプ、特に黒人の母親と公的扶助との

関係について、生まれてくる。これもまた、政治

的な目的のために擁護され、事実を反映していな

いという点で、ステレオタイプ的なものである

(Kilty & Swank， 1997)。儲人の達成が強調され

る社会では、こうした底辺にいる人々に対して共

感を抱くことは非常に難しく、築関の状態にあり

排諒された人々に対する不適切なイメージが正当

化される傾向にある。

また、制度的差別は別の領域でも明らかに存在

している。 1960年代において、入額的マイノリ

ティの人々の選挙権や参政権を保障する、

公民権法が制定された。これにより、マイノリティ
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の人々において、投票者が増加すると同時に、

務職につく人や選挙で選出される人も増加した

CSchaefer， 2004)。こうした変化は確かに重要で

はあるが、人種的・民族的な政治の場における排

除はいまだに続いている。現在のブッシュ政権は、

保守的な政策を支持してくれる少数の豊かな人々

を謄過しているが、このような状況のもと、

NAACP C全米黒人地位向上協会)のような団体

は、自分たちの要求が実現に査るのは間難だと感

じている CRi巴chmann，2003)。この国において、

政治ヘアクセスするためには寓が非常に重要な意

味を持っており、上院議員も下院議員も、大金持

ちではないとしても裕福であることは確かである

CSeagal & Kilty， 2003)。自分とは異なる人種・

民族、社会階贈の人々に対する排捺は、われわれ

の生活の一部でもあるO こういった排験は、われ

われが彼らに目を向けようとしないとき、より容

易なものとなる。

現代社会においては、アメリカのように状況は

変化してきており、この変化は続いていくだろう O

しかし、たとえ社会が変わり続けたとしても、人

種的・畏族的ステイタスに起悶する貧困、不平等、

排除が未来でも存在していることが予測される。

マイノリティの人々は、権利雛護を引き続き必要

としている。彼らは時に前進し、特に後退するだ

ろう O こうした状況の根絶は、大多数の人々がみ

ずからの歴史の負の遺産と向き合うことを拒んで

いる今の社会では困難である。変化のための挑戦

には、マイノリティの人々の努力が必要であるが、

彼らだけでどうにかなるものではない。重要なこ

とは、マジョリティの人々がこの搾取と不正義の

現実に気づ、き、それを受けとめ、より人間的で開

かれた社会をめざすために、抑圧と排除の渦中に

ある人々とともに行動していくことである。
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鈴木敏正

1 考えさせられたこと

①壁史的視点;近現代に共通すること (ex.低

賃金労働者確保)と援史段階

②生活の全側面の実態把握;仕事・収入・資産・

教育・刑罰など

被排除者の生活過稼と意識に期して把握す

る必要性

③身体的・健康科学的視点の重要性

2 民族的 (racialand ethnic)慧別について

①貧間・排除問題における位龍

岳民族的マイノリティ・グループにおける質的

と関連構造

先住民、黒人、アジア太平洋民族、ヒスパ

ニック、非 WASP白人

cf. 日本におけるアイヌ、在日コリアン、

ニューカマー(南米とアジア)、「沖縄人」、

「部落民J(河和問題)

③上記に対応したソーシャルワークの課題

cf.開発、同化、経済的・社会的自立、制

度的参加、日本語教育、文化交流、文化的ア

イテ、ンティティ
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3 制度的排徐 exclusionthrough institutions 教育j

の問題 ex. r関連人権教育の 10 年C1995~2004)J 

①制度的差別 institutionaldiscriminationと のアメリカにおける実態

社会的排除 socialexclusion ②マイノリティの「エンパワーメントのための

行政的制度と民間制度(中間組織)、社会 教育J

的・文化的資本の問題 その理論 ex. Liberalism， reformist， 

②法制度・公共政策における差別と社会補祉活 radicalism， collaborationism or? 

動をとおした排除ソーシャルワークの活動内 実践的特徴:目標・学習内容と「参加型学

容の問題 exclusionthrough social work? 習Jなど

cf.学校制度をとおした「競争主義J普及、 ③諸グループ連帯の事例と可能性:差別と分断

「体制内イヒJ訓練 を乗り越えて

③ソーシャノレワーク専門職員の投割

4 教育・富11棟活動:差別克服に向けて 成人教育・地域社会教育との協働と国有の

①awarenessをめざす、マジョリティとマイ 諜題など

ノリティにわたる活動 (北海道大学教育学研究科教育計商議康教授)

「人権についての教育」と「人権としての


